
（単位：千円）

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経費
国のR4予算分
（交付限度額
①、②、③）

国のR4予算分
（交付限度額

④）

Ｂ３'
国のR4予算分
（交付限度額

⑤）

Ｂ３''
国のR4予算分
（交付限度額

⑥）

Ｂ４’
国のR4予算分
（交付限度額
⑦、⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算分
（交付限度額
⑨、⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源や
補助対象外経
費等）

合計 558,885 558,885 33,954 0 0 280,893 233,910 10,128 0 0

本
体
分

1 R4 単 ○ ○

住民税非課税
世帯支援給付
金支給事業
【低所得者世
帯給付金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○ － 233,910 233,910 233,910

①コロナ禍における物価高騰の負担感が大きい低所得世帯への負担
軽減を図るため、住民税非課税となる世帯に給付金を支給します。
②給付金支給に係る経費　233,910千円
③給付金233,910千円（30,000円×7,797世帯＝233,910,000円）
④令和5年度分の住民税均等割非課税世帯

－ － ○ － R5.6 R6.3
給付金の支給件数
目標：7797件

HP,広報紙（市政だより） R5補正（地）

事
務
費

2 R4 単 ○ ○

住民税非課税
世帯支援給付
金支給事業
(事務費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○ － 10,128 10,128 10,128 0

①コロナ禍における物価高騰の負担感が大きい低所得世帯への負担
軽減を図るため、住民税非課税となる世帯に給付金を支給します。
②給付金支給に係る事務的経費　10,128千円（10,127,708円）
③消耗品費64千円（63,528円）、チラシ印刷代194千円（4.4円×44,000枚
＝193,600円）、封筒印刷代169千円（送付用11.33円×9,000枚＝
101,970円、返信用10.505円×6,300枚＝66,181円）、切手代21千円（切
手代84円×250枚＝21,000円）、郵送料724千円（713,751円）、振込手数
料857千円（110円×7,784件＝856,240円）、広報配布委託料236千円
（5.8278円×40,382世帯＝235,338円）、事務派遣委託料6,344千円
（6,343,756円）、支給システム委託料1,045千円（1,045,000円）、備品借
上料488千円（ホワイトボード7,788円、鍵付保管庫17,600円、ロッカー
5,016円、設置手数料等22,000円、パソコン一式434,940円）
④令和5年度分の住民税均等割非課税世帯

－ － ○ － R5.6 R6.3
給付金の支給件数
目標：7797件

HP,広報紙（市政だより） R5補正（地）

7 R4 単 ○ －

住民税均等割
のみ課税世帯
等支援給付金
支給事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○

①エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う低
所得世帯支援

698 698 0 698 0

①コロナ禍における物価高騰の負担感が大きい低所得世帯への負担
軽減を図るため、給付金を支給します。
②給付金の支給に係る経費　698千円
③給付金690千円（30,000円×23世帯＝690,000円）、封筒印刷代1千円
（送付用11.33円×23枚＝261円、返信用10.505円×23枚＝242円）、郵
送料5千円（発送73円×23世帯＝1,679円、返送104円×23世帯＝2,392
円）、振込手数料3千円（110円×23世帯＝2,530円）
④物価高騰対応重点支援地方交付金対象にならない令和5年度分の
住民税均等割のみ課税（所得割非課税）の世帯、生活保護受給世帯等

－ － ○ － R5.6 R6.3
給付金の支給件数
目標：23件

HP,広報紙（市政だより） R5補正（地）

8 R4 単 ○ －
介護サービス
事業所支援事
業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原
材料・食料等安定供給

対策
○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

10,218 10,218 0 10,218 0

①コロナ禍におけるエネルギー等の物価高騰の影響を受ける市内介護
サービス事業所の負担を軽減し、安定かつ継続的なサービスの提供を
支援するため、支援金を支給します。
②支援金の支給に係る経費　10,218千円
③支援金10,200千円（入所施設200,000円×18施設＝3,600,000円、その
他施設100,000円×61施設＝6,100,000円、予備事業所分100,000円×5
施設＝500,000円84事業所分）、郵送料8千円（84円×84施設＝7,056円
（支給決定通知）、振込手数料10千円（110円×84件＝9,240円）
④市内介護サービス事業所

－ － － － R5.7 R6.3
支援金の支給件数
目標：84件

HP,広報紙（市政だより） R5補正（地）

9 R4 単 ○ －
障害福祉サー
ビス等事業所
支援事業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原
材料・食料等安定供給

対策
○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

6,411 6,411 0 6,411 0

①コロナ禍におけるエネルギー等の物価高騰の影響を受ける市内障害
福祉サービス等事業所の負担を軽減し、安定かつ継続的なサービスの
提供を支援するため、支援金を支給します。
②支援金の支給に係る経費　6,411千円
③支援金6,400千円（入所系事業所　200,000円×14事業所＝2,800,000
円、通所系事業所　100,000円×31事業所＝3,100,000円、予備事業所
分　100,000円×5事業所＝500,000円）、郵送費5千円（84円×50件＝
4,200円）、振込手数料6千円（110円×50件＝5,500円）
④市内障害福祉サービス等事業所

－ － － － R5.7 R6.3
支援金の支給件数
目標：50件

HP,広報紙（市政だより） R5補正（地）

10 R4 単 ○ －
保育施設等支
援事業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原
材料・食料等安定供給

対策
○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

6,209 6,209 0 6,209 0

①コロナ禍におけるエネルギー等の物価高騰の影響を受ける市内の保
育施設等に対し、エネルギー・食料品価格等高騰の影響緩和、省エネ
対策や事業継続のため、支援金を支給します。
②支援金の支給に係る経費　6,209千円
③支援金6,200千円（定員60人以上の施設　200,000円×23施設＝
4,600,000円、定員60人未満の施設　100,000円×16施設＝1,600,000
円）、郵送料4千円（84円×39件＝3,276円）、振込手数料5千円（110円
×39件＝4,290円）
④市内の認定こども園、保育所（認可外保育施設を含む。ただし、居宅
訪問型保育事業を除く）、小規模保育事業所

－ － － － R5.7 R5.11
支援金の支給件数
目標：39件

HP,広報紙（市政だより） R5補正（地）

11 R4 単 ○ －
幼稚園支援事
業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原
材料・食料等安定供給

対策
○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

1,202 1,202 0 1,202 0

①コロナ禍におけるエネルギー等の物価高騰の影響を受ける市内の幼
稚園に対し、エネルギー・食料品価格等高騰の影響緩和、省エネ対策
や事業継続のため、支援金を支給します。
②支援金の給付に係る経費1,202千円
③支援金1,200千円（200,000円×6施設＝1,200,000円）、郵送料1千円
（84円×6件＝504円）、振込手数料1千円（110円×6件＝660円）
④市内の幼稚園

－ － － － R5.7 R5.11
支援金の支給件数
目標：6件

HP,広報紙（市政だより） R5補正（地）

12 R4 単 ○ －
省エネ家電製
品等購入補助
金事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○

④省エネ家電等
への買い換え促
進による生活者

支援

24,300 24,300 0 24,300 0

①コロナ禍における原料価格高騰に起因した電気・ガス等エネルギー
価格の高騰により一般家庭におけるエネルギー費用負担を軽減するた
めの省エネ性能に優れた家電製品等の購入を支援するため、一定基準
を満たす省エネ家電設備製品等の購入費の合計額の20％（最大40,000
円）を補助します。省エネ家電製品等の購入を促進することにより、市
民生活への負担を軽減するとともに、温暖化対策への関心を高め、温
室効果ガス排出量の削減につなげます。
②補助金の交付に係る経費24,300千円
③補助金24,000千円（40,000円×600件＝24,000,000円）、封筒・葉書等
印刷代4千円（4.28円×730枚×1.1＝3,437円）、振込手数料81千円（110
円×730件＝80,300円）、郵送料62千円（84円×730件＝61,320円）、報
酬(会計年度任用職員)支給報酬147千円（1044円×5時間×28日分×1
人＝146,160円）、旅費（費用弁償）6千円（200円/日×28日分＝5,600
円）
④市内に住民登録がある個人

－ － ○ － R5.7 R6.3
補助金の支給件数
目標：600件

HP,広報紙（市政だより） R5補正（地）

13 R4 単 ○ －

キャッシュレス
決済普及促進
事業（物価高
騰分）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○
③消費下支え等
を通じた生活者

支援
150,000 150,000 0 150,000 0

①コロナ禍における物価高騰等の影響を受けた市民等の生活を、消費
の下支えを通じ支援するため、市民等が市内店舗でキャッシュレス決済
した場合にポイントを還元するキャンペーンを開催します。
②キャッシュレス決済した場合のポイント還元及び事業の周知・広告に
係る経費　183,954千円のうち150,000千円
③委託料183,954千円（ポイント還元額176,688,000円、キャンペーン企
画費1,100,000円、販促費用334,400円、キャンペーン手数料5,830,704
円）
④市内店舗でキャッシュレス決済を行った市民等

－ － － － R5.7 R6.3
キャッシュレス決済における還元額
目標：176,688千円

HP,広報紙（市政だより） R5補正（地）

14 R4 単 － －
キャッシュレス
決済普及促進
事業（通常分）

○ － ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○ － 33,954 33,954 33,954 0 0 0

①コロナ禍における物価高騰等の影響を受けた市民等の生活を、消費
の下支えを通じ支援するため、市民等が市内店舗でキャッシュレス決済
した場合にポイントを還元するキャンペーンを開催します。
②キャッシュレス決済した場合のポイント還元及び事業の周知・広告に
係る経費　183,954千円のうち33,954千円
③委託料183,954千円（ポイント還元額176,688,000円、キャンペーン企
画費1,100,000円、販促費用334,400円、キャンペーン手数料5,830,704
円）
④市内店舗でキャッシュレス決済を行った市民等

－ － － － R5.7 R6.3
キャッシュレス決済における還元額
目標：176,688千円

HP,広報紙（市政だより） R5補正（地）

Ｂ４

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

通
常
交
付
金

重
点
交
付
金

経済対策との関係
⑨を選択した場合、より効果があると考

える理由
総事業費

成果目標（可能な限り定量的指標を
設定）

地域住民への周知方法（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関連
している国庫補助事業
がある場合、その国庫
補助事業名と所管省庁

名）

予算区分
検査促進枠
の地方負担
分に充当

特定事業者等支
援

個人を対象とし
た給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

所
管

交付金の区分

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ Ｃ Ｄ

Ｂ３

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

交付対象事業
の名称

令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画



Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経費
国のR4予算分
（交付限度額
①、②、③）

国のR4予算分
（交付限度額

④）

Ｂ３'
国のR4予算分
（交付限度額

⑤）

Ｂ３''
国のR4予算分
（交付限度額

⑥）

Ｂ４’
国のR4予算分
（交付限度額
⑦、⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算分
（交付限度額
⑨、⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源や
補助対象外経
費等）

Ｂ４
低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

通
常
交
付
金

重
点
交
付
金

経済対策との関係
⑨を選択した場合、より効果があると考

える理由
総事業費

成果目標（可能な限り定量的指標を
設定）

地域住民への周知方法（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関連
している国庫補助事業
がある場合、その国庫
補助事業名と所管省庁

名）

予算区分
検査促進枠
の地方負担
分に充当

特定事業者等支
援

個人を対象とし
た給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

所
管

交付金の区分

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ Ｃ Ｄ

Ｂ３

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

交付対象事業
の名称

15 R4 単 ○ －
学校給食支援
事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

23,016 23,016 0 23,016 0

①学校給食について、令和４年度（学校給食費改定前）に対する食材料
費価格上昇相当分を喫食数に応じて支援することで、コロナ禍における
子育て世帯の経済的負担を軽減します。
②学校給食等保護者負担軽減支援金の給付に係る経費　23,016千円
③支援金22,823千円（小学校児童13,662,254円、中学校生徒9,160,305
円、印刷製本費62千円（28×2,000部×1.1＝61,600円）、一般事務員報
酬126千円（1,044円×5ｈ×12日×2人＝125,280円）、費用弁償5千円
（200円×12日×2人＝4,800円）
④市内小中学校に通う児童生徒を持つ家庭等

－ － － － R5.4 R6.3
学校給食における食材料費価格上昇
相当分を支援金として給付
目標：22,823千円

HP,広報紙（市政だより） R5補正（地）

16 R4 単 ○ －
物価高騰対策
医療機関等支
援事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

12,032 12,032 0 12,032 0

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けている市内の病院、診療所
等に対し、負担を軽減するため、支援金を支給し、安定的、継続的な医
療の提供を支援します。
②物価高騰対策医療機関等支援金の支給に係る経費22,075千円のう
ち12,032千円
③支援金22,050千円（病院及び有床診療所660,000円×5施設＝
3,300,000円、無床診療所及び薬局150,000円×125施設＝18,750,000
円）、郵送料10千円（73円×130施設＝9,490円）、振込手数料15千円
（110円×130施設＝14,300円）
④市内の病院、診療所、薬局

－ － － － R6.1 R6.3
支援金の支給件数
目標：130件

HP,広報紙（市政だより） R5補正（地）

17 R4 単 ○ －
物価高騰対策
農業者経営継
続支援事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

12,655 12,655 0 12,655

①コロナ禍における物価高騰により、市内農業者の農業経営に影響が
出ていることから、市内の農業経営体に対し、農業経営継続に必要な資
金を支援金として支給します。
②物価高騰対策農業者経営継続支援金の支給に係る経費23,217千円
のうち12,655千円
③支援金23,200千円（50万円×29経営体14,500,000円、30万円×6経営
体＝1,800,000円、10万円×69経営体＝6,900,000円）、切手代5千円
（140円×33件（農家組合件数）＝4,620円）、振込手数料12千円（110円
×104件＝11,440円）
④市内の農業経営体等

－ － － － R6.1 R6.3
支援金の支給件数
目標：104件

HP,広報紙（市政だより） R5補正（地）

18 R4 単 ○ －
物価高騰対策
事業者支援事
業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○

⑦中小企業等に
対するエネル
ギー価格高騰対

策支援

30,118 30,118 0 30,118

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けた市内中小企業者等の事
業活動を下支えするため、市内に主たる事業所を有し、原油・原材料高
騰の影響を受けている中小企業者に対し、一律5万円の支援金を支給
します。
②物価高騰対策事業者支援金の支給に係る経費55,254千円のうち
30,118千円
③支援金55,000千円（50,000円×1,100事業者＝55,000,000円）、一般事
務員報酬133千円（1,103円×6H×6日×2ヶ月＝79,416円、1,103円×6H
×4日×2ヶ月＝52,944円）、振込手数料121千円（110円×1,100事業者
＝121,000円）
④市内の中小企業者等

－ － － － R6.1 R6.3
支援金の支給件数
目標：1,100件

HP,広報紙（市政だより） R5補正（地）

19 R4 単 ○ －

物価高騰対策
地域公共交通
事業者支援事
業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○
⑧地域公共交通
や地域観光業等
に対する支援

4,034 4,034 0 4,034

①公共交通利用者の減少が深刻化している状況下に加え、コロナ禍に
おける燃料高騰等による経費増で更なる負担が強いられている公共交
通事業者に支援金を交付することで、市民等の移動手段の維持確保を
図ります。
②物価高騰対策地域公共交通事業者支援事業の支給に係る経費
7,401千円のうち4,034千円
③④支援金7,400千円（ⅰ市内に本店又は営業所を置き、四街道駅（物
井駅）を経由する路線を有する乗合バス事業者400,000円×13路線＝
5,200,000円、ⅱ四街道駅（物井駅）を経由する路線を有する乗合バス事
業者200,000円×5路線＝1,000,000円、ⅲ市内に本店又は営業所を置く
貸切バス事業者200,000円×3事業者＝600,000円、ⅳ市内に本店又は
営業所を置く法人のタクシー事業者200,000円×2事業者＝400,000円
、ⅴ予備（1事業者分）200,000円）振込手数料1千円（110円×9事業者＝
990円）

－ － － － R6.1 R6.3
支援金の支給件数
目標：9件

HP,広報紙（市政だより） R5補正（地）


